○関西医科大学技術移転規程
平成19年5月15日

(規程の目的)

第1条　この規程は、関西医科大学(以下「本学」という。)が所有する知的財産権の第三者への実施権許諾及び譲渡に関する事項を定め、知的財産権の効果的な活用を図ることを目的とする。

(定義)

第2条　この規程において「発明等」、「職務発明」、「知的財産権」、「教職員」及び「実施」の用語の意味については、関西医科大学発明規程第2条に定めるものをいう。

(外部技術移転機関との関係)

第3条　本学は、本学が所有する知的財産権について、第三者に実施許諾又は譲渡を行う場合には、外部技術移転機関(大学から生じた特許等について技術移転を業として行う機関をいう。以下同じ。)を介することができる。

2　本学は、外部移転機関に対し、再実施許諾権付通常実施権、再実施許諾権付独占的通常実施権、再実施権付一部独占的通常実施権又は専用実施権の設定若しくは権利の譲渡を行うことができるものとし、いずれの形態を採用するかは、学長が決定する。

3　外部技術移転機関への窓口は関西医科大学産学連携知的財産統括室とする。

(実施権許諾の原則)

第4条　本学は本学が所有する知的財産権(前条第2項による場合は、外部移転機関。以下同じ。)を第三者へ実施権許諾又は譲渡(前条第1項により外部技術移転機関を介して実施許諾又は譲渡を行う場合を含む。以下「実施権許諾等」という。)するときは、原則として有償で行う。

2　本学は、第三者に対して本学が所有する知的財産権についての実施権許諾等を行う場合には、次の各号に掲げる事項を明示した契約を締結する。

(1)　実施許諾権等の期間

(2)　実施料率と実施料の支払方法

(3)　正当な理由なく一定期間不実施の場合の契約の解除又は独占契約から非独占契約等への契約内容の変更

(4)　実施許諾等がなされた知的財産権の実施状況又は実施に向けた活動状況の定期報告

(発明者への補償金の支払い)

第5条　本学は、本学が教職員から承継した特許を受ける権利又は特許権の処分により利益を得たときは、当該権利に関わる発明者等に対し、産学連携知的財産推進委員会の議を経て、利益(収入から経費を控除した額)の50％の補償金を支払うものとする。

2　本学が教職員等から承継した特許等を受ける権利又は特許権等を技術移転機関に譲渡し、当該技術移転機関が当該権利の処分により利益を得た場合の支払いは、前項の規定にかかわらず、当該技術移転機関と本学との取り決めに従うものとする。

第6条　前条に定める補償金は、当該権利に関わる発明者等が2人以上あるときは、それぞれの持分に応じて支払うものとする。

附　則

この規程は、平成19年5月15日から施行する。

関西医科大学職員等の発明に関する規程は、この規程の施行日をもつて、廃止する。
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